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事業名 24予算額
創設
年度

事務局の考え

障害者相談員 1,051 S42
当事者による地域における身近な相談事業。相談支援事業所等の整
備の進展に伴い，重点プロジェクトにおける相談支援体制の強化に
資するよう，事業内容を検討していく必要がある。

Ｂ ア

心身障害者医療費助成 93,226 S48
県実施事業への横だし事業。心身障害者の経済的負担を軽減するも
ので,継続が必要であるが,持続可能な制度としていくため，事業展
開，事業のあり方について，県との協議を進めていく必要がある。

Ｂ ウ

重度障害者福祉手当支給 59,909 S49

障害者手帳の等級を支給要件とする一律の現金給付事業。重度障害
者が利用できるサービスなどが拡大してきている状況を踏まえ，真
に必要な人への具体的なサービス提供となるよう，事業のあり方を
転換する必要がある。

Ｃ ア

遷延性意識障害者治療研
究

34,621 S49

遷延性意識障害者が安心して治療を受けることができ，家族の介護
負担を軽減するための事業。福祉環境は少しずつ進展しているが，
今だ十分とはいえない状況であり，適宜改善を図りながら引き続き
推進していく必要がある。

Ａ エ

障害児保育助成 232,076 S51
障害児保育における保育士の加配に対する助成事業。障害児の入所
児童数が年々増加する中で，保育士の加配が必要となる障害児保育
を適切に実施するための事業として今後とも継続が必要である。

Ａ エ

難病患者見舞金 186,510 S53

56の特定疾患の患者などを対象とする一律の現金給付事業。平成25
年度からは難病患者も障害福祉サービスの対象に含まれることを踏
まえ，真に必要な人への具体的なサービス提供となるよう，事業の
あり方を転換する必要がある。

Ｃ ア

小児慢性特定疾患患者見
舞金

30,300 S53

小児慢性特定疾患の患者が対象となる一律の現金給付事業。平成24
年1月の子ども医療費助成制度の創設により，小児慢性特定疾患の
医療費負担（自己負担金）の軽減が図られた年齢層が拡大したこと
を踏まえ，事業のあり方を転換する必要がある。

Ｃ ア

ガイドヘルパー派遣 18,028 S54

単独での移動が困難な身体障害者を支援する事業。23年10月，視覚
障害者に対し同様のサービスを提供する給付事業の同行援護が創設
されたことに伴い，速やかに事業内容等の検討に着手する必要があ
る。

Ｂ ア

聴覚言語障害者援護 1,654 S56
聴覚障害者のための身近な相談事業。聴覚障害者が安心して地域で
生活するため，事業内容等の改善を図りながら引き続き実施してい
く必要がある。

Ａ エ

障害者スポーツ振興 54,830 S63
障害者スポーツに関する各種補助事業。障害者のスポーツへの参加
機会を拡大し，生きがいづくりを促進するため，事業内容等の改善
を図りながら引き続き推進していく必要がある。

Ａ エ
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重点プロジェクトの推進を図るため速やかに検討に着手すべきと考える事業

計画期間内で対応できるよう検討に着手すべきと考える事業

新たな制度や障害分野以外の施策と十分な調整を図ったうえで検討に着手すべきと考える事業

緊
急
性

効果的・効率的な事業展開のため適宜改善を図りながら実施していくべきと考える事業

番号

1

分類

「本市が独自で実施している事業のうち創設後一定期間経過した事業」の分類一覧

　標記を検討するにあたり，第2回障害者施策推進協議会の資料５では，以下に該当する２８の事業を示した。

・市の単独事業
・法令等により実施が義務づけられていない事業
・平成１５年度に開始された支援費制度以前に創設された事業
　（なお，事務経費，施設の維持管理運営経費，地域生活支援事業の必須事業及び25年度までに終了する事業は
除外した。）

　その後，事務局において，以下の「事業の分類の考え方」に基づき分類したので，今後，ご協議いただきたい。

○事業の分類の考え方

障害者保健福祉事業における重点化について

障害福祉制度やサービスなどの福祉環境の進展を踏まえ，事業のあり方を転換する必要があると考える事業

障害福祉制度やサービスなどの福祉環境が進展したものの，引き続き推進していく必要があると考える事業

障害福祉制度やサービスなどの福祉環境の進展に伴い，事業内容や手法の検討が必要であると考える事業
方
向
性



事業名 24予算額
創設
年度

事務局の考え

障害者交通費助成 813,846 H元
障害者の社会参加促進と移動支援のため，利用券等を交付する事
業。持続可能な制度とするため，事業のあり方を十分に検証したう
え，事業内容や手法の検討に着手する必要がある。

Ｂ ウ

小児慢性特定疾患治療研
究に係わる通院介護料

13,650 H元
小児慢性特定疾患の患者で通院介護が必要な方に対する回数に応じ
た定額の現金給付事業。小児慢性特定疾患の通院患者の治療促進の
ため，今後とも継続が必要である。

Ａ エ

重度身体障害者緊急通報
システム

1,710 H3

高齢者施策と同様に実施しているひとり暮らしの重度障害者の安全
確保のための事業。今後も重度身体障害者の日常生活の安全確保と
不安の解消を図るためには，適宜改善を図りながら，継続していく
必要がある。

Ａ エ

重度重複障害者等受入運
営費補助

230,508 H5

重度重複障害者の日中活動の場を確保するために，重度障害者を受
入れ手厚い支援を行っている事業所に助成する事業。障害特性など
にも考慮した持続可能な事業となるよう，計画期間内での検討・着
手が必要である。

Ｂ イ

重度心身障害児（者）住
宅改造

3,612 H6

高齢者施策と同様に実施している重度障害者のための住宅改造事
業。今後も重度障害者が生活しやすい住居を確保し安心した地域生
活を継続していくためには，適宜改善を図りながら，継続していく
必要がある。

Ａ エ

リフト付自動車運行助成 2,250 H6
一般の交通手段の利用が困難な障害者の移動支援のための事業。障
害者の社会参加を促進するため，事業内容等の改善を図りながら，
引き続き実施していく必要がある。

Ａ エ

在宅酸素療法者酸素濃縮
器利用助成

21,589 H7
在宅で酸素療法を行っている身体障害者を支援する事業。重度の障
害者が住みなれた住居で生活を継続できるよう，適宜改善を図りな
がら，今後も継続していく必要がある。

Ａ エ

障害者国際交流 3,000 H7
障害者同士の国際交流事業に助成する事業。事業を通じ市民レベル
での交流や国際理解をより効果的に促進するため，関係機関との調
整を図ったうえで，事業内容や手法の検討に着手する必要がある。

Ｂ ウ

身体障害者健康診査 972 H7

常時車椅子を使用している身体障害者の二次障害予防等のための事
業。検査機関のバリアフリー化など福祉環境の進展に伴い，関係機
関や他施策との調整を図ったうえで，事業内容や手法の検討に着手
する必要がある。

Ｂ ウ

補助犬普及促進 42 H7
補助犬使用者に対し飼料給付を行う事業（所得制限あり）。対象者
への福祉的配慮の観点から，事業内容等の改善を図りながら，引き
続き実施していく必要がある。

Ａ エ

精神障害者社会適応訓練 5,881 H8

精神障害者の社会復帰及び職業訓練のための事業。平成24年4月に
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律が改正され，本事業に関
する根拠規定が削除されたことを踏まえ，計画期間内に事業内容や
手法を検討していく必要がある。

Ｂ イ

障害者災害対策推進 242 H8
東日本大震災の経験を踏まえ,地域において災害に弱い障害者等を
支援するより多くの人材を育成することは重要であり，今後も継続
が必要である。

Ａ エ

全身性障害者指名制介護
助成

22,782 H9

全身性障害者の居宅介護等のために比較的柔軟に利用できる事業。
24年4月，ホームヘルパーが提供できるサービス内容が拡大された
ことに伴い，計画期間内において事業内容や手法を検討する必要が
ある。

Ｂ イ

施設自主製品販売促進 6,618 H11

知的障害者の就労訓練と施設自主製品の販売促進のため，障害者販
売業務訓練事業への補助金を交付する事業。福祉的就労の充実のた
め，事業内容等の改善を図りながら引き続き継続していく必要があ
る。

Ａ エ

地域リハビリテーション
支援

19,954 H12

支援体制が十分でない中途障害者の生活支援や社会参加のシステム
構築を目指す事業。計画の基本目標の実現に向けて，重点プロジェ
クトと連動させ，適宜改善を計りながら，今後も推進が必要であ
る。

Ａ エ

各種障害福祉団体助成 1,410 H13
障害者(児)への市民理解の促進,障害者(児)の社会参加の推進を図
る催事を支援する事業であり継続を要するが，実施団体の独自運営
の促進等，事業の展開について検討を進めていく必要がある。

Ｂ イ

障害福祉サービス事業所
等整備費補助（グループ
ホーム･ケアホーム整備補
助他）

5,240 H14

グループホーム・ケアホームの整備促進に資するための事業。親亡
きあとの障害者の住まいの場の課題などに対応していくためにも，
グループホーム等が計画的に整備されるよう，今後も適宜改善を図
りながら実施していく必要がある。

Ａ エ

ひきこもり青少年等社会
参加支援
(社会参加促進事業委託
等）

5,123 H14

ひきこもりの青少年等の社会参加や就労を促進する事業。より効果
的な事業とするため，24年度からは「ひきこもり地域支援セン
ター」の中で相談支援や啓発事業と一体的に実施している。今後も
適宜改善を図りながら実施していく必要がある。

Ａ エ
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